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議案第 22 号

（総則）

　第１条　令和２年度下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

　第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　　　（１）排水戸数 戸

　　　（２）年間総処理水量 ㎥

　　　（３）一日平均処理水量 ㎥

（収益的収入及び支出）

　第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　（収　　入） （支　　出）

　　　　第　１　款　　　下水道事業収益　　 千円 　第　１　款　　　下水道事業費 千円

　　　　　第　１　項　　　営業収益 千円 　　第　１　項　　　営業費用 千円

　　　　　第　２　項　　　営業外収益 千円 　　第　２　項　　　営業外費用 千円

　　第　３　項　　　特別損失 千円

（資本的収入及び支出）

　第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額149,518千円は、引継

金27,000千円及び当年度分損益勘定留保資金122,518千円で補てんするものとする。）。

　　　（収　　入） （支　　出）

　　　　第　１　款　　　資本的収入 千円 　第　１　款　　　資本的支出 千円

　　　　　第　１　項　　　負担金 千円 　　第　１　項　　　企業債償還金 千円

　　　　　第　２　項　　　企業債 千円

　　　　　第　３　項　　　他会計補助金 千円

（特例的収入及び支出）

　第４条の２　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当該事業年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金の金

額は、それぞれ16,910千円及び3,930千円である。

令和２年度池田町下水道事業会計予算

3,300

900,000

2,465

476,078 478,134

210,500

149,142

179,966 405,620

296,112 66,740

5,774

362,142 511,660

2,500 511,660

－ 1 －



（一時借入金）

　第５条　一時借入金の限度額は、500,000千円と定める。

（企業債）

　第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　　（１）営業費用、営業外費用及び特別損失の各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

　第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用す

る場合は、議会の議決を経なければならない。

　　　（１）職員給与費 千円

（他会計からの補助金）

　第９条　下水道事業に充てるため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、245,000千円である。

利　　率

3.0％以内（ただし、利率見
直し方式で借り入れる資金
について、利率の見直しを
行った後においては、当該
見直し後の利率とする。

池田町長　　甕　 聖 章

令和２年２月17日 提出

証書貸借
又は

証券発行

政府資金については、その融資条件により、
その他の場合には債権者と協定するものによ
る。ただし、財政の都合により措置期間及び
償還期限を短縮し、若しくは繰上償還又は低
利債に借換することができる。

償　還　の　方　法起債の目的 限度額（千円） 起債の方法

5,056

下水道事業債

資本費平準化債

10,000

200,500
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令和２年度池田町下水道事業実施計画

収益的収入及び支出
 

（収入） （単位：千円）

款 項 目 予  定  額 備       考

1 下水道事業収益 476,078

1 営業収益 179,966

1 下水道使用料 179,786

2 その他営業収益 180

2 営業外収益 296,112

1 他会計補助金 95,858

2 国庫補助金 8,200

3 長期前受金戻入 192,053

4 雑収益 1

－ 3 －



 

（支出） （単位：千円）

款 項 目 予  定  額 備       考

1 下水道事業費 478,134

1 営業費用 405,620

1 管渠費 1,559

2 ポンプ場費 2,268

3 処理場費 62,030

4 総係費 24,536

5 減価償却費 315,227

2 営業外費用 66,740

1 支払利息 55,838

2 消費税 10,902

3 特別損失 5,774

1 貸倒損失 300

2 その他特別損失 5,474

－ 4 －



資本的収入及び支出
 

（収入） （単位：千円）

款 項 目 予  定  額 備       考

1 資本的収入 362,142

1 負担金 2,500

1 工事負担金 2,500

2 企業債 210,500

1 企業債 210,500

3 他会計補助金 149,142

1 他会計補助金 149,142

 

（支出） （単位：千円）

款 項 目 予  定  額 備       考

1 資本的支出 511,660

1 企業債償還金 511,660

1 企業債償還金 511,660

－ 5 －
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給　与　費　明　細　書
１．総   括 (単位：千円）

 報　　  酬  給　　  料  賃　　  金  手　　  当  計

本 損益勘定支弁職員 0 (0) 1 (0) 0 2,415 0 1,928 4,343 713 5,056

年 資本勘定支弁職員 0 (0) 0 (0) 0 0 0 0 0 0 0

度 合        計 0 (0) 1 (0) 0 2,415 0 1,928 4,343 713 5,056

前 損益勘定支弁職員 0 (0) 0 (0) 0 0 0 0 0 0 0

年 資本勘定支弁職員 0 (0) 0 (0) 0 0 0 0 0 0 0

度 合        計 0 (0) 0 (0) 0 0 0 0 0 0 0

比
損益勘定支弁職員 0 (0) 1 (0) 0 2,415 0 1,928 4,343 713 5,056

較
資本勘定支弁職員 0 (0) 0 (0) 0 0 0 0 0 0 0

合        計 0 (0) 1 (0) 0 2,415 0 1,928 4,343 713 5,056

( )内は会計年度任用職員人数

区　　　　分
職　　　員　　　数 給　　　　与　　　　費

法定福利費 合      計
 特別職(人)  一般職(人)

－ 7 －



(単位：千円）

区　分 扶養 通勤 住居 期末勤勉 時間外 管理職 児童 特殊勤務 退職給付費 管理職特勤 寒冷地

本年度 120 51 0 935 310 0 0 15 408 0 89

前年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

比  較 120 51 0 935 310 0 0 15 408 0 89

手当の
内訳

２．給料及び手当の増減額の明細 (単位：千円）

区　　分 増 減 額 説　　　明

給与改定に伴う増減分 0

昇給に伴う増加分 0

その他の増減分 2,415
企業会計移行に伴
う増加

制度改正に伴う増加分 0

 扶養手当 120  期末手当 546

 通勤手当 51  勤勉手当 389

 住居手当 0  退職手当 408

 時間外勤務手当 310  児童手当 0

 寒冷地手当 89  特勤手当 15

 管理職手当 0  管理職特勤手当 0

増 減 事 由 別 内 訳 備 　　　　　　考

給　　料 2,415

手    当 1,928
その他の増減分 1,928

企業会計移行に伴
う増加

－ 8 －



３．給料及び手当の状況

（１） 職員一人当たり給与

企業職（一般・技術職）

平　均　給　料　月　額（円） 199,900

令和２年２月１日現在 平　均　給　与　月　額（円） 251,077

平　　均　　年　　齢  （歳） 29.60

平　均　給　料　月　額（円） －

 令和元年２月１日現在 平　均　給　与　月　額（円） －

平　　均　　年　　齢  （歳） －

（２） 初   任   給

一般会計の制度

一般行政職（円）

高　 　校 　　卒 148,600 148,600

大　 　学 　　卒 170,100 170,100

 　　　　 区　　　　　　　　　　　　分

区　　　　　　分 企　業　職（円）

－ 9 －



（３）級 別 職 員 数

級 職員数(人) 構成比(％) （級別の標準的な職務内容）

１　級  1 100.0 区　分 企　業　職

２　級  0 0.0 １　級   主事・主事補

３　級  0 0.0 ２　級 　主任

令和２年２月１日現在 ４　級  0 0.0 ３　級   主査

５　級  0 0.0 ４　級   係長

６　級  0 0.0 ５　級   課長補佐

計  1 100.0 ６　級 　課長・参事

１　級 － －

２　級 － －

３　級 － －

 令和元年２月１日現在 ４　級 － －

５　級 － －

６　級 － －

計 － －

企業職（一般・技術職）
区　　　分

－ 10 －



（４） 特 殊 勤 務 手 当

区　　　　　　　　分 全 　職 　種 事　 務 　職 技 　術　 職

 給料総額に対する比率（％） 0.06 0.06 －

  支給対象職員の比率　（％） 100 100 －

 支給対象職員１人当たり
 平均支給月額（円）

1,200 1,200 －

 代表的な特殊勤務手当の名称 塩素取扱い手当 塩素取扱い手当 －

（５） 期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

６月（月分） １２月（月分）

本　年　度  2.250  2.250  4.50 有

前　年　度  2.225  2.225  4.45 有

一般会計の制度  2.250  2.250  4.50 有

支 給 期 別 支 給 率

区　　　分
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

支給率計（月分）

－ 11 －



（６） 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当(令和2年2月1日見込）

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の

区　　分 備　　　考

（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

支　給　率　等 24.58688 33.2708  47.71  47.71 制度なし

24.58688 33.2708  47.71  47.71 制度なし
 一般会計の制度

(支給率等)

（７） そ の 他 の 手 当

区　　　　　　　　　　　 分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

－ 12 －
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本

合
計

繰
延

収
益

合
計

固
定

負
債

合
計

流
　

動
　

負
　

債

企
業

債

未
払

金

前
受

金

引
当

金

そ
の

他
流

動
負

債

流
動

負
債

合
計

繰
　

延
　

収
　

益

長
期

前
受

金

収
益

化
累

計
額

剰
　

　
余

　
　

金

＜
負

 債
 の

 部
＞

固
　

定
　

負
　

債

剰
余

金
合

計

資
本

合
計

資
本

剰
余

金

資
本

剰
余

金
合

計

利
益

剰
余

金

利
益

剰
余

金
合

計

負
債

合
計

＜
資

 本
 の

 部
＞

資
　

　
本

　
　

金

企
業

債

－ 14 －



令
和

2
年

4
月

1
日

　
（
単

位
：
千

円
）

１
．

（
１

）

イ
土

地
2
7
4
,4

9
6

ロ
建

物
4
0
1
,7

3
6

ハ
構

築
物

7
,2

8
7
,4

7
8

二
機

械
及

び
装

置
3
0
6
,5

0
1

ホ
建

設
仮

勘
定

0

8
,2

7
0
,2

1
1

（
２

）

イ
長

期
貸

付
金

8
2
4
,6

4
4

8
2
4
,6

4
4

9
,0

9
4
,8

5
5

２
．

（
１

）
2
7
,0

0
0

（
２

）
1
6
,9

1
0

4
3
,9

1
0

9
,1

3
8
,7

6
5

未
収

金

＜
資

 産
 の

 部
＞

固
  定

  資
  産

有
形

固
定

資
産

有
形

固
定

資
産

合
計

投
資

そ
の

他
の

資
産

投
資

そ
の

他
の

資
産

合
計

固
定

資
産

合
計

流
  動

  資
  産

現
金

預
金

流
動

資
産

合
計

資
産

合
計

令
和

2
年

度
池

田
町

下
水

道
事

業
予

定
開

始
貸

借
対

照
表
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３
．

（
１

）

イ
建

設
改

良
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債
3
,9

2
6
,6

2
7

3
,9

2
6
,6

2
7

４
．

（
１

）

イ
建

設
改

良
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債
5
1
1
,6

5
9

（
２

）
3
,9

7
0

（
３

）
0

5
1
5
,6

2
9

５
．

（
１

）
4
,2

9
4
,5

5
1

4
,2

9
4
,5

5
1

8
,7

3
6
,8

0
7

６
．

2
1
4
,0

8
3

７
．

（
１

）

イ
国

庫
補

助
金

1
5
7
,4

6
0

ロ
県

補
助

金
1
5
,2

1
3

ハ
他

会
計

補
助

金
1
5
,2

0
2

1
8
7
,8

7
5

1
8
7
,8

7
5

4
0
1
,9

5
8

9
,1

3
8
,7

6
5

流
　

動
　

負
　

債

企
業

債

未
払

金

＜
負

 債
 の

 部
＞

固
　

定
　

負
　

債

企
業

債

剰
余

金
合

計

資
本

合
計

負
債

資
本

合
計

負
債

合
計

＜
資

 本
 の

 部
＞

資
　

　
本

　
　

金

剰
　

　
余

　
　

金

資
本

剰
余

金

資
本

剰
余

金
合

計

そ
の

他
流

動
負

債

流
動

負
債

合
計

繰
　

延
　

収
　

益

長
期

前
受

金

繰
延

収
益

合
計

固
定

負
債

合
計
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Ⅰ
　
重
要
な
会
計
方
針

１
　
有
形
固
定
資
産
の
減
価
償
却
の
方
法
（
リ
ー
ス
資
産
を
除
く
）

　
・
　
減
価
償
却
の
方
法

建
物
　
　
　
定
額
法

そ
の
他
　
　
定
額
法
ま
た
は
定
率
法

　
・
　
主
な
耐
用
年
数

建
物
　
　
　
　
　
　
　
2
0
～
5
0
年

構
築
物
　
　
　
　
　
　
1
0
～
6
0
年

機
械
及
び
装
置
　
　
　
1
5
～
2
0
年

２
　
引
当
金
の
計
上
方
法

　
　

（
１
）
　
退
職
給
付
引
当
金

　
本
町
は
、
退
職
手
当
組
合
に
加
入
し
て
お
り
、
一
般
会
計
と
同
様
に
下
水
道
事
業
会
計
に
お
い
て
も

当
該
組
合
に
負
担
金
を
拠
出
し
て
い
る
た
め
、
退
職
給
付
引
当
金
を
計
上
し
て
い
な
い
。

（
２
）
　
賞
与
引
当
金

　
職
員
の
期
末
・
勤
勉
手
当
の
支
給
に
備
え
る
た
め
、
事
業
年
度
末
に
お
け
る
支
給
見
込
み
額
に
基

づ
き
、
当
年
度
の
負
担
に
属
す
る
額
（
1
2
月
か
ら
３
月
ま
で
の
４
ヶ
月
分
）
を
計
上
し
て
い
る
。

　
　
　
　
　
　
　

（
３
）
　
法
定
福
利
費
引
当
金

　
期
末
・
勤
勉
手
当
に
か
か
る
法
定
福
利
費
に
備
え
る
た
め
、
事
業
年
度
末
に
お
け
る
見
込
み
額
に

基
づ
き
、
当
年
度
の
負
担
に
属
す
る
額
（
1
2
月
か
ら
３
月
ま
で
の
４
ヶ
月
分
）
を
計
上
し
て
い
る
。

（
４
）
　
貸
倒
引
当
金

　
債
権
の
不
納
欠
損
に
よ
る
損
失
に
備
え
る
た
め
、
貸
倒
実
績
率
に
よ
り
回
収
不
能
見
込
額
を
計
上

し
て
い
る
。

３
　
消
費
税
等
の
会
計
処
理

　
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
会
計
処
理
は
税
抜
方
式
に
よ
っ
て
い
る
。

　
　
　

４
　
そ
の
他

（
１
）
　
賞
与
引
当
金
の
取
り
崩
し

　
当
年
度
６
月
に
お
い
て
、
期
末
・
勤
勉
手
当
と
し
て
4
6
8
千
円
を
支
給
す
る
予
定
で
あ
る
た
め
、

賞
与
引
当
金
3
1
2
千
円
を
取
り
崩
す
こ
と
と
す
る
。

（
２
）
　
法
定
福
利
費
引
当
金
の
取
り
崩
し

　
当
年
度
６
月
に
お
い
て
、
期
末
・
勤
勉
手
当
に
係
る
法
定
福
利
費
と
し
て
9
2
千
円
を
支
出
す
る

予
定
で
あ
る
た
め
、
法
定
福
利
費
引
当
金
6
2
千
円
を
取
り
崩
す
こ
と
と
す
る
。

注
記
表
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令和２年度池田町下水道事業実施計画明細書
収益的収入及び支出

 

（収入） （単位：千円）

金   額

1 下水道事業収益 476,078 0 476,078

1 営業収益 179,966 0 179,966

1 下水道使用料 179,786 0 179,786 下水道使用 179,786 基本料金 78,566

料 水量料金 101,220

2 その他営業収益 180 0 180 手数料 180 督促手数料 60

工事申請・指定手数料 120

2 営業外収益 296,112 0 296,112

1 他会計補助金 95,858 0 95,858 他会計補助 95,858 一般会計繰入金 95,858

金

2 国庫補助金 8,200 0 8,200 国庫補助金 8,200 社会資本整備総合交付金(防災・安全) 8,200

3 長期前受金戻入 192,053 0 192,053 長期前受金 192,053 長期前受金戻入 192,053

戻入

4 雑収益 1 0 1 その他 1 図面印刷代等 1

説　　　　　　明款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
節

区   分
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（支出） （単位：千円）

金   額

1 下水道事業費 478,134 0 478,134

1 営業費用 405,620 0 405,620

1 管渠費 1,559 0 1,559 委託料 799 下水道台帳修正・台帳システム保守 799

修繕費 160 マンホール補修 160

路面復旧費 600 舗装復旧 600

2 ポンプ場費 2,268 0 2,268 通信運搬費 588 電話料 588

動力費 1,680 電気料 1,680

3 処理場費 62,030 0 62,030 備消品費 69 水質検査機器消耗品 69

光熱水費 153 水道料金 69

石油・ガス代 84

通信運搬費 15 放送受信料 15

委託料 50,577 水質検査委託料 3,044

電気工作物保安管理業務委託料 370

デマンド監視システム 47

汚泥処理委託料 16,153

エネルギーサービスプロバイダー委託料 92

施設整備点検委託料 66

包括的長期民間委託 30,805

手数料 22 特定自主検査 22

賃借料 51 重機借上料 51

修繕費 38 定期整備 38

動力費 10,620 電気料 10,620

材料費 100 補充用砕石等 100

保険料 385 火災保険料 350

自動車共済掛金 35

4 総係費 24,536 0 24,536 給料 2,415 一般職1名分 2,415

手当 1,616 職員手当等 1,157

通勤手当 51

退職手当 408

賞与引当金 312 賞与引当金 312

繰入額

区   分
款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較 説　　　　　　明

節
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（支出） （単位：千円）

金   額

法定福利費 651 一般職1名分 651

法定福利費 62 法定福利費引当金 62

引当金繰入

額

旅費 3 有料道路通行料 3

備消品費 116 事務用品 106

図書代 10

燃料費 38 公用車燃料代 38

通信運搬費 94 郵便料 26

電話料 68

委託料 18,322 電算委託料 1,202

下水道量水器検針業務委託料 720

ストックマネジメント計画策定業務 16,400

手数料 403 口座振替手数料 403

修繕費 100 車検費用 100

負担金 155 日本下水道協会負担金 80

中部地方下水道協会負担金 10

全国町村下水道推進協議会負担金 15

大北汚泥協負担金 50

保険料 111 下水道賠償責任保険料 50

自動車共済掛金 35

自賠責保険料 26

貸倒引当金 100 貸倒引当金 100

繰入額

公課費 38 自動車重量税 38

5 減価償却費 315,227 0 315,227 有形固定資 315,227 建物 7,559

産減価償却 構築物 230,567

費 機械及び装置 77,101

2 営業外費用 66,740 0 66,740

1 支払利息 55,838 0 55,838 企業債利息 55,838 起債既借入分利息 55,838

2 消費税 10,902 0 10,902 消費税 10,902 消費税 10,902

節

区   分
款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較 説　　　　　　明
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（支出） （単位：千円）

金   額

3 特別損失 5,774 0 5,774

1 貸倒損失 300 0 300 貸倒損失 300 不納欠損 300

2 その他特別損失 5,474 0 5,474 その他特別 5,474 消費税（企業会計移行） 5,000

損失 賞与引当金（企業会計移行） 312

法定福利費引当金（企業会計移行） 62

貸倒引当金（企業会計移行） 100

款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
節

区   分
説　　　　　　明
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資本的収入及び支出
 

（収入） （単位：千円）

金   額

1 資本的収入 362,142 0 362,142

1 負担金 2,500 0 2,500

1 工事負担金 2,500 0 2,500 受益者負担 2,500 受益者負担金 2,500

金

2 企業債 210,500 0 210,500

1 企業債 210,500 0 210,500 下水道事業 10,000 下水道事業債 10,000

債

資本費平準 200,500 資本費平準化債 200,500

化債

3 他会計補助金 149,142 0 149,142

1 他会計補助金 149,142 0 149,142 他会計補助 149,142 一般会計繰入金 149,142

金

（支出） （単位：千円）

金   額

1 資本的支出 511,660 0 511,660

1 企業債償還金 511,660 0 511,660

1 企業債償還金 511,660 0 511,660 企業債償還 511,660 起債既借入分元金 511,660

金

節
説　　　　　　明

区   分
款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較

節

区   分
説　　　　　　明款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
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